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いくつかは、2004 年 7 月 30 日から 8 月 9 日にかけての平壌訪問の際に行なった北朝鮮の
人口学者とのディスカッションをベースにしている。 




1.  公表資料の再整理 
2.  既存研究 
3.  センサスと登録人口調査の整合的整理のための仮説 
むすび 
 
                                                  
1  本稿を作成するにあたって、2004 年 6 月 18 日の斎藤教授（一橋大学・経済研究所）ゼミにて報告を行
ない、 斎藤教授およびゼミ生から多くの貴重なコメントをいただいた。 また、 21 世紀 COE プログラム 『社
会科学の統計分析拠点構築』 （拠点リーダー斎藤修）の支援により北朝鮮を訪問し、現地の人口学者らと本
稿の内容に関して議論する機会を得ることができた。記して感謝したい。 


















































録人口調査が基本である。住民登録による調査体系の骨格は建国（1948 年 9 月）以前の北
朝鮮臨時人民委員会により整備された。具体的には「公民証交付事務規則」 （北朝鮮人民委
員会内務局規則第 1 号、1946 年 3 月 7 日） 、 「公民証に関する決定書」 （北朝鮮臨時人民委
員会決定第 57 号、1946 年 8 月 9 日）とそれに付随する「北朝鮮内の公民証交付実施に関
する細則」 （1946 年 8 月 9 日）の施行である。表 1 に記されている 1946 年統計は、北朝鮮
の公民証にもとづく初の人口調査であったと言える。 
  1946 年の統計に関しては、米国の捕獲文書により詳細な情報を入手できる。周知のよう
に 1950 年から 1953 年にかけて朝鮮半島では朝鮮戦争が行なわれ、米国は国連軍としてこ
れに参戦したが、その際、相当量の北朝鮮の資料を持ち帰った。そのなかに「1946 年北朝
鮮人民経済統計集」3という小冊子があり、そこには道・市・郡（北朝鮮の行政区域）別人
口と年齢別人口および職業別人口が詳細に整理されている。 とくに年齢別分類は、 1 歳以下、
2－5 歳、6－10 歳、11－14 歳、15－16 歳、17－18 歳、－1920 歳、21－25 歳、26－30













―北朝鮮分割と赤化陰謀の正体』1950 年） 。 
                                                  
3  この資料は、韓国翰林大学アジア文化研究所『北韓経済統計資料集（1946・1947・1948 年度） 』 （1994
年発行）に収録されている。  4
表 1  北朝鮮の公表人口          （単位＝千人） 
年度  総人口  男（a）  女（b）  性比（a/b）  未分類 
1946 9257 4629 4628  100.02   
1949 9622 4782 4840  98.80   
1953 8491 3982 4509  88.31   
1956 9359 4474 4885  91.59   
1960 10789  5222  5567  93.80   
1963 11568  5633.616  5934.384  94.93   
1965 12408  6067  6341  95.68   
1969  13630      
1970 14619  7127  7492  95.13   
1975 15986  7433  8553  86.91   
1980 17298  8009  9289  86.22   
1982 17774  8194  9580  85.53   
1985 18792  8607 10185  84.51   
1986 19060  8710 10350  84.15   
1987 19346  8841 10505  84.16   
1989  20000      
1991  20960      
1993a 21213.3784  10329.699  10883.679  94.91   
1993b 20522.351  9677.663 10844.688  89.24   
1994  21514      
1996  22114      
1997  22355      
1998  22554      
1999  22754      
2000  22963     863* 
（出所）1946 年から 1963 年は『朝鮮民主主義人民共和国経済発展統計集』 （朝鮮民主主義人民共和国国家
計画委員会中央統計局編、国立出版社、1965 年） 
1969 年は朝鮮労働党第 5 回大会報告（1970 年） 
1970 年から 1987 年は The Population of North Korea (N. Eberstadt & J. Banister、1992、
Institute of East Asian Studies, Univ. of California・Berkeley)。 
1989～1991 年および 1994～1999 年は「朝鮮中央年鑑」各号。 
1993a 年は総人口、1993b は軍人と朝鮮労働党の幹部を除いたもの 
2000 年は北朝鮮の国連提出資料（Core Document Forming Part of the Reports of State 
Parities. United Nations Human Rights Instruments. May. 15, 2002） 
*は、 2000 年人口 （2296 万 3000 人） のうち、 軍人など行政区域別人口に含まれない数。 
  5
北から南に移動する人口動態：北から南に移動南下した人口総数をわれわれはつぎの
ような計算にもとづき 1947 年 8 月 25 日現在、328 万 3346 人に達すると推算した。 
 
・  1944 年の国勢調査による南地域の人口は 1587 万 9110 人であり、南の人口増加率は
101.7％である。 
・  1945 年 8 月 15 日現在の人口は 1614 万■054 人（■は判読不能） 
・  1946 年 8 月までに外地から帰還した同胞は 151 万 1644 人 
・  故に、 1946 年 8 月の南の人口は 1614 万 9054 人×101.7％＋151 万 1644 人×2/3＝1748
万 1450 人 
・  1946 年 8 月 25 日の南の人口（軍政調査）は 1936 万 9270 人 
・  1946 年 8 月 25 日まで南下した人口は 1936 万 9270－1743 万 1450＝193 万 7820 人 
・  毎月平均して南下する人口は 793 万 7820÷12＝16 万 1850 人 
・  したがって 8 月 25 日以前に毎日 5395 人が南下ことになる。 
・  1947 年 4 月 22 日の米軍政庁調査によれば、南の人口は 2024 万 4354 人 
・  1945 年 8 月 25 日から 8 ヶ月間に南下した月ごとの平均人口は（2024 万 4354－1936
万 9270）×101.7％÷8＝10 万 7555 人 
・  故に、1947 年 8 月 25 日現在、南下した北の人口は（193 万 7820+10 万 7555×12）
×101.7％＝328 万 3364 人 
   
  南の米軍政当局の発表によれば、1946 年 4 月 22 日現在の南の総人口は 2024 万 4354
人であり、1946 年 11 月の北朝鮮人民委員会が発表した北の人口 900 万人であり、われ
われは別途根拠により現在北の人口は 850 万余人であると推算することができる。 
  そして上記の北から南朝鮮に移動南下した人口推算方法によれば、1946 年 8 月 25 日









  北朝鮮がその後、登録人口調査から総人口を集計するのは建国（1948 年 9 月）後の 1949
年であり、当時の人口は 962 万 2000 人であると調査された。1949 年には動態統計も調査
され、普通出生率（CBR）＝41.2‰、普通死亡率（CDR）＝18.7‰であり、したがって自
然増加率＝22.5‰と計算された。仮計算としてこれを 1946 年人口に当てはめると、1949 6






表 2  1944－1951 年の越南者数          （単位＝人）  
年  男子  女子  計 
1944  101,034 98,966 200,000 
1945  151,506 148,494 300,000 
1946  322,232 316,109 638,341 
1947 97,790  95,894  193,774 
1948  ――――――  ――――――  ―――――― 
1949  ――――――  ――――――  ―――――― 
1950  507,781 392,219 900,000 
1951  323,287 249,713 573,000 
（出所）Statistics of North Korea (U. S. Department of Commerce, 1970、p.29) 
 




万 6705 人となっていて、36 万人ほど増えている。1955 年センサスでは 2150 万 2000 人
が 60 年のセンサスでは 2498 万 9000 人と、348 万 7000 人増加しているので、その増加率
を計算して、49 年の人口を基に考えると、2 年 9 か月後の 52 年 3 月までに 169 万ほどの
人口の自然増があってしかるべきであったと計算できる。そこでさしひき 133 万ほどの人
口損失があったものと推計される。北朝鮮は損失の数時を発表していないが、人口変動を
みると、 人口が 1949 年末に 962 万 2000 人であったものが 53 年 12 月 1 日には 849 万 1000
人となっている。113 万 1000 人減である。1956 年 9 月の人口 935 万 9000 人が 1959 年
12 月には 1039 万 2000 人に増えているので、ここから人口増の係数を出して試算すると、














は独ソ戦開戦前の 1 億 9700 万の人口にたいして戦争中に 2700 万人の人口損失を出したと
新しく推計されている。これで約 14％であるから、北朝鮮の損失は独ソ戦争におけるソ連
以上の過酷な損失だったということになる」 （傍点―引用者） 。  7
人命損失の大きさについては、当時の政策当局の発言からも確認できる。故金日成首相
（当時）は、 「戦争による人命の損失を補うため、わが党は人口の増加に関心を向けるべき






いません。わが国の労働力問題は 1974 年か 1975 年にならなくては解決されません」 （ 「朝







いている。以下は、1989 年 7 月に北朝鮮を訪問した国連関係者による北朝鮮の登録人口調
査体系に関する聞き取り内容の一部である（Eberstadt, N. & Banister, J. [1992] pp.6-7） 。  
 
  北朝鮮では 1945 年以来、人口センサスを行なっていない。しかし、人口（動態）統計登













  毎年の上部への報告は、人口数の変動のみである。その他の詳細な報告は 3 年毎に行な
われる。そこには年齢別、性別、職業別などが含まれる。 
  上部への報告は 3 ヶ月ごとに行なわれる。  8














あるが、若干の女子もいる」 （三満照敏［1991］p.38） 。こうして 1975 年以後の公表人口は
男子人口が抜けたため、性比に歪みが生じている。 
  このゆがみは、1993 年センサスを実施することにより、はじめて解消される。センサス
は、UNFPA との協力のもと、資金援助（600 万ドルのうち約 52％）と技術援助を受け実






86 万 3000 人と集計されている。 
  以上を総括すると、 北朝鮮お公表人口統計は 1946 年以後こんにちまで登録人口調査を基





2.  既存研究 
 
  ここでは北朝鮮人口推計の代表として（1）Eberstadt、N. & Banister、 （2）国連（セン
サス実施以前とセンサス実施以後の 2 種類の推計） 、 （3）韓国統計庁の 3 つを取り上げ、そ
こでセンサス統計と登録人口調査統計がいかに処理されているのかを見てみることにする。   9
（1）  Eberstadt, N. & Banister, J. 








表 3  Eberstadt, N. & Banister, J.推計  （単位＝千人、性比＝男／女） 
年  総人口  男子  女子  性比 
1960 10568  5094  5475  0.930 
1961 10850  5233  5617  0.932 
1962 11140  5377  5763  0.933 
1963 11457  5536  5922  0.935 
1964 11803  5709  6094  0.937 
1965 12172  5894  6278  0.939 
1966 12565  6092  6473  0.941 
1967 12983  6302  6681  0.943 
1968 13424  6525  6899  0.946 
1969 13892  6761  7130  0.948 
1970 14388  7012  7376  0.951 
1971 14881  7262  7619  0.953 
1972 15338  7493  7846  0.955 
1973 15759  7705  8053  0.957 
1974 16140  7898  8242  0.958 
1975 16480  8070  8410  0.960 
1976 16788  8225  8563  0.961 
1977 17084  8374  8709  0.962 
1978 17379  8524  8855  0.963 
1979 17682  8677  9005  0.964 
1980 17999  8838  9161  0.965 
1981 18314  8997  9317  0.966 
1982 18623  9154  9469  0.967 
1983 18941  9315  9626  0.968 
1984 19267  9480  9787  0.969 
1985 19602  9650  9952  0.970 
1986 19944  9823 10121  0.971 
1987 20292 10000 10292  0.972 
1988 20650 10181 10468  0.973 
1989 21023 10370 10652  0.974 
1990 21412 10568 10844  0.975 
（出所）Eberstadt, N. & Banister, J.［1992］ ）p.34  10
・年齢別および性別人口は、韓国の人口センサスをベースとする。 
・女性人口についても、同年の韓国の女性人口の年齢別構成をそのまま代入した。 
・  死亡率に関しては、国連の極東地域のモデル生命表を採用した。 
・  出生率に関しては、北朝鮮当局が明らかにした CBR とかれらが提供した人口統計のうち満
16 才以下の人口構造をベースに推定した。 
・  女性の年齢別出生率に関しては、韓国の女性年齢別出生率をそのまま利用した。 
・  このような諸般の仮定を用いて、1960 年から 1987 年までの人口を推定した後、北朝鮮当局
から提供を受けた 1986 年の人口統計に最大限近似させるように人口構造を再構成する作業
を推進した。 
・  その際、プログラムは米国連邦統計局が作成した U. S. Census Bureau’s Rural-Urban 







（2）国連（ 『世界人口予測』 ） 
  国連推計は、その「権威」から多くの研究者に利用されている。その内容は『世界人口

















国際人口移動（1990～1995 年） ：この期間の純国際人口移動は仮定されていない。 
 
  このような過程のもと推計された総人口統計は、表 4 のとおりである。 
 
                表 4  国連推計Ⅰ          （単位＝千人） 
年度  総人口  男（a）  女（b）  性比（a/b） 
1950 9726 4834 4892  0.988144 
1955 9070 4310 4760  0.905462 
1960  10789 5222 5567  0.938028 
1965  12408 6067 6341  0.956789 
1970  14619 7127 7492  0.951281 
1975  16562 8009 8553  0.936397 
1980  18260 8971 9289  0.965766 
1985 19888  9703 10185  0.952676 
1990 21774 10677 11096  0.962239 
（出所）World Population Prospects  1996 
 
 表 4 の数字は、 『世界人口予測』の記述どおり北朝鮮の公表データと整合性がしっかり保
たれている。たとえば、年度が一致する 1970 年の場合、総人口数と男女別人口は公表統計





















国際人口移動（1990～1995 年） ：この期間の純国際人口移動は仮定されていない。 
 
                表 5  国連推計Ⅱ       （単位＝千人、性比＝男/女）  
  総人口  男子  女子  性比 
  96 年版 98 年版 96 年版 98 年版 96 年版 98 年版 96年版 98 年版 
1950 9726  9488  4834  4716  4892  4772  0.988  0.988 
1955 9070  8848  4310  4205  4760  4643  0.905  90.6 
1960 10789  10525  5222  5094  5567  5431  0.938  0.938 
1965 12408  12062  6067  5900  6341  6162  0.956  0.957 
1970 14619  14264  7127  7047  7492  7217  0.951  0.976 
1975 16562  16304  8009  8099  8553  8204  0.936  0.987 
1980 18260  17699  8971  8796  9289  8872  0.965  0.991 
1985 19888  18945  9703  9449  10185  9496  0.952  0.995 
1990 21774  20461  10677  10224  11096  10237  0.962  0.999 
1995   22239    11135    11103    100.3 
（出所）World Population Prospects  1998 および World Population Prospects  1998 より作成 
 
  総人口に関する部分以外の仮定はそれまでと変わりない。しかし、記述では 1995 年の総
人口に限ってのみ 1993 年センサスの動態率を反映したかのように読み取れるが、 実際には
1993 年以前の総人口統計も 1993 年センサス人口を基点としている。そのため、従来の推
計に比べて北朝鮮の人口は若干、低く見積もられている。 
  『世界人口年鑑』の 2 つの推計結果から得られるインプリケーションは、1987 年までの
登録人口調査資料と 1993 年センサス資料とは、 互いに整合性はないと判断されていること
である。たとえば、1987 年までの登録人口調査にもとづき推計を行なうと 1990 年の人口
は 2177 万 4000 人となり、この時点で 1993 年のセンサス人口 21213378 人を超えてしま
う。この間、人口成長をマイナスにもたらすほどの動態率の大きな変化は経験的に確認さ









表 6  韓国統計庁推計      （単位＝千人、増加率＝％、性比＝男/女）  
年  総人口  年平均増加率  男子  女子  性比 
1970 14,905  ―  7,052 7,853  89.8 
1975 16,646 2.23  ―  ―  ― 
1980 17,622 1.15  8,478 9,143  92.7 
1985 19,097 1.62  ―  ―  ― 
1990 20,221 1.15  9,841 10,380 94.8 
1995 21,543 1.27  ―  ―  ― 
1999 22,082  ―  10,823 11,258  96.1 
2000 22,175 0.58 10,876  11,299 96.3 
2005 22,928 0.67  ―  ―  ― 
2010 23,455 0.46 11,570  11,884 97.4 
2015 24,047  0.5  ―  ―  ― 
2020 24,744 0.57 12,259  12,484 98.2 
2025 25,355 0.49  ―  ―  ― 
2030 25,834 0.38 12,815  13,019 98.4 
（出所）韓国統計庁［1999］ 
 
◇  推計基礎資料 
・  北朝鮮の 1993 年センサス 




・  脱北者（女性および保健分野従事者を中心に）面談調査 
―出産形態、死亡、婚姻、離婚、医療、保健状態、食糧難など 




◇  推計方法および手続き  14
・  推計方法 
―コーホート要因法 




･･･センサス資料のうち、年齢別および地域別合計人口（2052 万 2000 人）と総人口
2121 万 3000 人との差 69 万 1000 人を補正 
―人口変動要因分析および仮定の設定 
・  出生力、死亡率、国際人口移動など 
 
―男女別、年齢別人口を年度別に分けて推計 
・  1970～1992 年人口：1993 年人口を基準に遡及推計 
・  1994～1998 年人口：1993 年人口を基準に最近の社会経済状況を反映して推計 
・  1999～2030 年人口：1998 年人口を基準に将来人口推計 
 
以上のデータおよび推計方法により導かれた推計結果は、表 6 のとおりである。 
 










表 7  各推計の推計方法 
  基準年  生命表  推計期間 
1997 年  登録人口調査  Far East  1950-2050 年  世界人口推計 
1998 年 1993 年センサス  Far East  1950-2050 年 
N. Eberstadt  登録人口調査  Far East  1960－2050 
韓国統計庁 1993 年センサス  General  1970-2030 年 
（出所）筆者作成 
  15
                表 8  各推計比較     （単位＝千人、性比＝男子/女） 
 N.  Eberstadt  国連（１）  国連（２）  韓国統計庁 
年  総人口  性比  総人口  性比  総人口  性比  総人口  性比 
1950  ――  ――  9726 0.988 9488 0.988 ――  ―― 
1955  ――  ――  9070 0.905 8848  90.6  ――  ―― 
1960  10568  0.93  10789 0.938 10525 0.938  ――  ―― 
1965  12172 0.939 12408 0.956 12062 0.957  ――  ―― 
1970  14388 0.951 14619 0.951 14264 0.976 14,905 0.898 
1975  16480  0.96  16562 0.936 16304 0.987 16,646  ― 
1980  17999 0.965 18260 0.965 17699 0.991 17,622 0.927 
1985  19602  0.97  19888 0.952 18945 0.995 19,097  ― 
1990  21412 0.975 21774 0.962 20461 0.999 20,221 0.948 
（出所）筆者作成 
 








  北朝鮮の登録人口調査の基礎となる公民証に関する法律は、 「朝鮮民主主義人民共和国公
民登録法」であり、そのうち、入手可能なのは、2000 年 7 月 24 日に最高人民会議常任委
員会で修正補充され公布されたもののみである4。 
 





第15条  退去登録を行なった公民は、退去登録日から 15 日以内に居住登録を行なわなけ





































                                                  
5  建国以前には北朝鮮臨時人民委員会は 1946 年 8 月 9 日付で「公民証に関する決定書」を採択したのに














 表 9は Eberstadtが 1990年 5月に平壌訪問の際に北朝鮮の国家中央統計局から渡された
北朝鮮の国内移動統計である（Eberstadt, N. & Banister, J. [1992] p.129） 。 
 
表 9  北朝鮮の国内移動             （単位＝千人）  
年  男女計  男子  女子 
1980 920  434  486 
1982 927  433  494 
1985 882  418  464 
1986 997  474  523 
1987 1,134  540  594 








推計総人口が導き出される。計算結果は、表 10 のとおりである。 
  移動人口の重複調査の可能性を考慮に入れると、 既存の登録人口調査と 1993 年センサス
                                                  
6 「朝鮮民主主義人民共和国火葬法」 は、 1998 年 5 月 20 日に最高人民会議常設会議決定として採択され、
1999 年 1 月 14 日の最高人民会議常任委員会政令にて修正された。そこでは、遺体の火葬を法的に義務付
けており、さらに、火葬の際に「医療機関の発行する死亡診断書」を火葬場に提出せねばならないとうた
っている。これにより、保健統計と行政統計の 2 重チェック機能は精度を増したと考えられる。  18

















1980 9289  486  8803  8362.85 17165.85 
1982 9580  494  9086  8631.7  17717.7 
1985 10185  464  9721  9234.95  18955.95 
1986 10350  523  9827  9335.65  19162.65 
1987 10505  594  9911  9415.45  19326.45 
 
表 11  登録人口調査とセンサス統計との整合性検証 
 













増加率  女子  増加率 

















表 11-2 重複調査の可能性を考慮にいれた場合              （単位＝千人）  
  総人口  増加率  男子  増加率  女子  増加率 







註：総人口、男子、女子の数はそれぞれ表 10 にもとづく 
    増加率は年平均（％） 
 
むすび 
  本稿では、1993 年センサスと既存の登録人口調査統計を整合的に結びつける鍵が移動統 19
計にあるという仮説のもと新たに総人口統計を推計した。幸いなことに、この仮説に関し










  第二に、 上記の仮説に関しては一橋大学経済研究所の斉藤修教授のゼミ （2004 年 6 月 18
日）にて報告を行なったが、その際、日本人口史では、寄留制度により重複カウントが生















  しかし、いずれにしても、①1993 年センサスに基準を置いた場合、それまでの登録人口
調査統計は重複調査された可能性が大きく、②その理由は国内の人口移動の激しさにあっ
たとする 2 つの仮説に関しては実際の計算から、 そして経験的に支持できると考えている。
このことから、北朝鮮人口推計に関しては、つぎの 3 つの方法が考えられる。 
 
                                                  
7  今回、 ディスカッションを交わした北朝鮮の人口学者はつぎのとおり。 人口研究所のカン・ナミル所長、
チョウ・ウォンリョン室長、社会科学院の人口経済社会研究室・チョンミョンピル室長、金日成総合大学・
経済学部のリム・ドンゴン教授。  20
①  1993 年センサスにのみ依存する方法 
②  1993 年センサスと登録人口調査のうち移動の少なかった 1950 年代後半から 1970 年頃
までの統計に依存する方法 
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